予算要求資料
平成28年度当初予算　　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業教育推進費
	事業名　農業担い手リーダー支援事業費補助金（単補）


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　農政部　農業経営課　普及企画係　電話番号：058-272-1111（内2844）

　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11419@pref.gifu.lg.jp　
１　事業費　　        １，５７５千円（前年度予算額：－千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	1,575
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,575

	決定額
	1,575
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,575


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　次代を担う農業後継者の育成・確保や豊かで魅力ある農村づくりの実現に向け、様々な活動を展開している農業担い手リーダー（岐阜県指導農業士連絡協議会、岐阜県女性農業経営アドバイザーいきいきネットワーク、岐阜県青年農業士連絡協議会）の活動運営費に対する経費を助成する。

（２）事業内容

　　岐阜県指導農業士連絡協議会
　　・農業大学校生等就農希望者の研修受け入れ

　　・農業高校生のインターンシップ受け入れ

　　・青年農業者への指導・支援　等

　　

　　岐阜県女性農業経営アドバイザーいきいきネットワーク

　　・研修会の開催

　　・女性の社会参画の推進

　　・農業フェステバルへの参加　等

　　岐阜県青年農業士連絡協議会

　　・研修会の開催

　　・他県青年農業士との交流　等

（３）県負担・補助率の考え方

　　岐阜県農業の担い手育成・確保や農業・農村の男女共同参画の推進等には、担い手リーダーの活動が必要であり、その役割は今後ますます重要となるため、県がその活動を助成する。【県費補助率　1 / 2以内】
（４）類似事業の有無
　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補助金
	1,575
	岐阜県指導農業士連絡協議会630
岐阜県女性農業経営アドバイザーいきいきネットワーク630
岐阜県青年農業士連絡協議会315
　※いずれも事業費の1/2以内

	合計
	　1,575
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　岐阜県長期構想、ぎふ農業農村基本計画
（２）国・他県の状況

（３）後年度の財政負担
　　引き続き、県助成が必要
（４）事業主体及びその妥当性
　　事業主体：岐阜県担い手リーダー
　　妥当性：知事認定を受けた指導農業士、女性農業経営アドバイザー、青年農業士がそれぞれ集まり、自らの資質向上と本県農業の発展に向けた活動を展開している。
県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	岐阜県指導農業士連絡協議会活動促進費補助金(単補)

	補助事業者（団体）
	岐阜県指導農業士連絡協議会

	補助事業の概要
	（目的）岐阜県指導農業士連絡協議会への活動支援
（内容）本県農業の担い手育成に取り組む指導農業士団体の活動運営に対する経費を助成する。

	補助率等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（事業費の1/2以内）

	補助効果
	・次代を担う農業後継者の育成・確保のため、農業大学校生等の就農希望者や農業高校生の研修生を安定的に受け入れる体制整備

	終期の設定
	終期２７年度

（理由）担い手リーダー認定要領に基づき青年農業士、指導農業士・女性農業経営アドバイザーが連携し、より効率的な担い手の育成・確保を進めるため、３団体の補助金を統合する。


（事業目標）
	就農希望者を安定的に受け入れる体制を強化、技術面だけでなく地域との橋渡的存在として指導農業士が担い手育成・確保に向けた活動を継続的に行う。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(H**年度末)
	目標
(H28年度末)
	目標

(終期)

	①就農希望者の研修受け入れ数
	
	40
	40

	②農業高校生等の研修受け入れ数
	
	50
	50


	
	H24年度
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度

（要求）

	補助金交付実績
	630千円
	630千円
	630千円
	(予算額)

630千円
	(要求額)

０千円

	指標①目標
	40
	40
	40
	40
	

	指標①実績
	41
	36
	44
	(推計値)45
	(推計値)

	指標①達成率
	102.5％
	90.0％
	110.0％
	(推計値)
112.5％
	(推計値)
％

	指標②目標
	50
	50
	50
	50
	

	指標②実績
	67
	82
	55
	(推計値)60
	(推計値)

	指標②達成率
	134.0％
	164.0％
	110.0％
	(推計値)
120.0％
	(推計値)
％


（前年度の成果）

	　・就農希望者や農業高校生は、指導農業士のもとで農業を体験することができ、農業のすばらしさ、難しさを実感することができた。また、指導農業士は地域のリーダーでもあり、指導農業士が地域と就農希望者との間に入って調整し、地域へ溶け込む助けになっている。

　・青年農業士とともに開催した研修会等の機会を通じて、青年農業士に対して地域リーダーとしての考え方や高度な技術を伝える機会となった。

　・全国農業担い手サミット開催に向けて地域をけん引した。


（今後の課題）

	　農業者の高齢化が進む中、新たな担い手を育成・確保することが喫緊の課題であるため、指導農業士の指導力がますます必要となる。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	指導農業士の就農希望者の受け入れ及び支援が新たな担い手の確保につながっており、事業の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	毎年、40名程度の就農希望者が受け入れられており、事業効果が表れている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	全国会議等の出席者を必要最小限にし、会議に係る経費を抑えるなど、経費の節減が図られている。


（事業の見直し検討）

	　農業の高齢化が進む中、今後一層の担い手育成が求められている。担い手育成・確保には指導農業士の指導力が不可欠であるため、引き続き活動に対する助成が必要である。また、他の担い手リーダーと一体となった活動を強化することにより、より効果的な担い手育成・確保を進めていく必要がある。　


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止
（理由）担い手リーダーが一体となった活動を強化することにより、より効果的な担い手育成・確保を進めるため、３団体の補助金を統合する。


県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	岐阜県女性農業経営アドバイザー団体活動促進費補助金

	補助事業者（団体）
	岐阜県女性農業経営アドバイザーいきいきネットワーク

	補助事業の概要
	(目的) 岐阜県女性農業経営アドバイザーいきいきネットワークへの活動支援
(内容) 農村地域における女性農業者リーダーである女性農業経営アドバイザー団体の活動事業費に対する経費助成を行う。

	補助率等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
(事業費の１/２以内 )

	補助効果
	・女性農業経営アドバイザーの事業活動の補助によるアドバイザー個々の能力向上と、農村地域における男女共同参画の推進。

	終期の設定
	終期２７年度

(理由) 担い手リーダー認定要領に基づき青年農業士、指導農業士・女性農業経営アドバイザーが連携し、より効率的な担い手の育成・確保を進めるため、３団体の補助金を統合する。


（事業目標）
	会員相互のネットワーク化を図り、自らの経営管理能力を高めることで自己経営に生かすと共に、豊かで魅力ある農村づくりの実現に向け、農村女性の資質向上及び農村地域における女性農業者リーダーの育成確保を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(H**年度末)
	目標
(H28年度末)
	目標

(終期)

	1 アドバイザー認定数
	
	１００
	１００

	
	　
	
	


	
	H24年度
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度

（要求）

	補助金交付実績
	630千円
	630千円
	630千円
	(予算額)

630千円
	(要求額)

0千円

	指標①目標
	１００
	１００
	１００
	１００
	

	指標①実績
	１２２
	１１２
	９８
	(推計値)

９３
	(推計値)



	指標①達成率
	９３.８％
	８６.１％
	７５.３％
	(推計値)
７１.５％
	(推計値)
％


（前年度の成果）

	・研修会の開催により、会員の交流及び資質向上が図られた。
・女性農業委員59名のうち、女性農業経営アドバイザー(OBを含む)が25名を占めるなど、女性の社会参画活動に積極的に取り組んでいる。


（今後の課題）

	・意欲あるアドバイザーが多い中、近年会員数が減少し活発な活動が行いにくくなる中で、今後も魅力ある農村づくりを進めるには女性農業経営アドバイザーの育成・確保が一層重要となる。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	男女共同参画の推進に大きな役割を果たしており、今後も支援する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	農政関係の各種審議会等への委員を務めるなど、女性の社会参画活動に大きな役割を果たしている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	岐阜県女性農業経営アドバイザーいきいきネットワークは、女性農業経営アドバイザーの県連組織であり、この組織を支援することは、県全体の女性農業者の育成につながる。


（事業の見直し検討）

	担い手リーダーと連携を図ることで女性の活躍に対して一体的な推進を行い、女性の社会参画に向けた一体的な取り組みを推進していく必要がある。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）担い手リーダーとして一体的な活動を行うことで、より効果的・効率的な担い手育成と女性の社会参画を推進するため、3団体の補助金を統合し団体の取り組み強化を進める。


県単独補助金事業評価調書
	□  新規要求事業

	■  継続要求事業


	補助事業名
	岐阜県青年農業士連絡協議会活動促進費補助金

	補助事業者（団体）
	岐阜県青年農業士連絡協議会

	補助事業の概要
	(目的) 岐阜県青年農業士連絡協議会への活動支援

(内容) 能力と意欲のある農業者を将来にわたって育成・確保するため、地域農業の次代を担う団体の活動を支援する

	補助率等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
( 事業費の１/２以内 )

	補助効果
	研修会を開催することによる青年農業士の相互のネットワークの形成と、相互研鑽による会員同士の資質向上。

	終期の設定
	終期２７年度

(理由) 担い手リーダー認定要領に基づき青年農業士、指導農業士・女性農業経営アドバイザーが連携し、より効率的な担い手の育成・確保を進めるため、３団体の補助金を統合する。


（事業目標）
	・次世代を担う農業の若手リーダーを育成するために、先進地等で視察研修を行い、会員の資質の向上を目指す。また、各地域でも研修会を行い会員の地域での連携を強め、相互での研鑽を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(H**年度末)
	目標
(H27年度末)
	目標

(終期)

	1 青年農業士の認定数
	―
	１３０
	１３０

	2 研修会の参加者数
	―
	２０
	２０


	
	H24年度
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度
（要求）

	補助金交付実績
	３１５千円
	３１５千円
	３１５千円
	(予算額)
３１５千円
	(要求額)
０千円

	指標①目標
	１３０
	１３０
	１３０
	１３０
	

	指標①実績
	１２２
	１３６
	１３０
	１２５
	

	指標①達成率
	９３.８％
	104.6％
	１００％
	９６.１％
	％

	指標②目標
	２０
	２０
	２０
	２０
	

	指標②実績
	１２
	３１
	２３
	(推計値)
１５
	(推計値)


	指標②達成率
	６０
	１５５％
	１１５％
	７５％
	％


（前年度の成果）

	・先進地へ視察に行き、これから経営規模拡大等を進めていくために必要な農業技術経営能力の取得を促進することができた。


（今後の課題）

	担い手の減少に伴い、若い農業者をけん引する能力を持つ若手リーダーが少なることが危惧されるため、次期リーダー育成にむけて、青年農業士の資質向上を図る必要がある。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	農業の後継者と次世代リーダーの育成確保は農政の重要施策であるため、農業の若手組織を支援する必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	農政関係の各種審議会等の委員を務めるなど、若手農業者の意見を県政等へ積極的に発信している。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	岐阜県青年農業士連絡協議会は、若手農業者の県連組織であり、この組織を支援することは、県全体の若手農業者の育成につながる。


（事業の見直し検討）

	若い農業者の育成には、青年農業士のみならず、指導農業士・女性農業経営アドバイザーとの連携した指導が今後は重要となる。また、指導農業士・女性農業経営アドバイザーと一体的な活動を行うことで、青年農業士の資質向上を図り、次期の地域リーダー育成を進める必要がある。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）担い手リーダー認定要領に基づき青年農業士、指導農業士・女性農業経営アドバイザーが連携し、より効率的な担い手の育成・確保を進めるため、３団体の補助金を統合する。


